(別添様式１- １)
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　　項：総務管理費　　目：庁舎管理費
	事業名: 新 岐阜総合庁舎移転事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　　　  総務部　管財課　岐阜総庁移転担当　電話番号：058-272-1111（内2219）

　　　　　　　　E-mail：c11116@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：152,272千円（前年度予算額：0千円）

	事業内容


	１　事業の内容


　岐阜総合庁舎は、建築から既に８０年以上を経過し、建物の老朽化や耐震性が不十分であることから、来庁者や職員の安全性を確保するため、平成２４年度末までに庁舎内の県機関を他の施設へ移転します。

　・岐阜県税事務所

・岐阜保健所本巣・山県センター

・岐阜農林事務所　　　　　　　　　　は、「ふれあい福寿会館」に移転します。

・岐阜土木事務所　　　　　　　　　　　　　　　　      　  （～平成24年12月）
・岐阜建築事務所

　・岐阜教育事務所は、「岐阜県総合教育センター」に移転します。（～平成24年8月）
　・岐阜振興局は、組織の見直し（本庁への機能集約を基本に検討）を踏まえ移転しま
す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（～平成25年3月）
　・上記機関を移転させるため、移転先施設の環境整備を行います。
	２　所要経費


（１）移転事業費：30,724千円
ア　移転経費（移転に係る物品、文書の運搬等）：22,007千円
イ　移転広報費（移転情報の新聞、雑誌への広告掲載等）：7,246千円
ウ　総庁記録作成費等（庁舎現況の記録等）：1,471千円
（２）移転整備事業費：121,548千円
　　ア　執務室内装、書庫等整備費：83,166千円

イ　電気、電話、消防設備等工事費：38,382千円
	　これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


　　該当ありません。
	２　これまでの取組状況


　岐阜総合庁舎は、大正１３年の本館棟、昭和３３年の新館棟建築からそれぞれ相当年を経過し、老朽化が著しい状態にあります。また、平成１３年度に建物の耐震診断を行ったところ、地震被害を受ける可能性が高いと判定され、その耐震補強や改修工事に多額の経費を要すると見込まれています。

これらのことから、来庁者及び職員の安全を確保するため、庁舎内の７機関を岐阜地域内の既存の県有施設に移転することとし、移転先において必要となる面積の確保や施設設備の整備等について、検討を進めてきました。

	３　これまでの取組に対する評価


　庁舎内の現地機関については、地域における行政・防災拠点としての機能発揮や県民サービスの維持、コスト抑制の観点から、極力一体的に移転できる面積が確保でき、かつ耐震性能を備えていること、交通アクセスの利便性があること、既存の県有施設の有効活用を図ること、を念頭に検討し、ふれあい福寿会館等への移転を予定しているものです。今後とも関係機関と調整を進め、現地機関の円滑な移転の実現に努めます。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳
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支出金
	分担金
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